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研究成果の概要（和文）：本研究においては、企業活動の際に生じるリスクについて、取締役がどのような役割を果た
し、どこまで法的な責任を負うべきかということを明らかにした。リスクマネジメントは、企業の戦略にとって重要で
あるとされてきた。そこでは、取締役会は重要な役割を果たすことが期待され、より具体的には、適切なリスクマネジ
メントプログラムを設置した経営者を監督する責任を負うと考えられている。企業活動によって生じるリスクにはいく
つかあるが、本研究においては法的リスクとビジネスリスクとに大別し、リスクごとの取締役の役割や責任を明らかに
した上で、リスクへの事後的な対処における取締役の責任について明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, I have cleared the role of the manager, especially directors of 
the corporation, and his legal responsability in relation with the risk management. It is said that the ri
sk management in a corporation is important for the business strategy. And it is expected that the board o
f directors plays an important role. To put it concretely, the board of directors has a responsibility to 
supervise officers who establish the reasonable risk management program. There are a few kind of the risks
. So I divided the risks into two types. Legal risk and other business risk. And I have cleared the direct
or's role and liablity for the each risks. In addition, I have revealed the director's liability to deal w
ith the risk after the exposition of it.
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１．研究開始当初の背景 
 企業が事業活動をする際のリスクマネジ
メントが近時重要視されてきた。そして、商
学等の分野ではその手法について研究がな
されてきたが、他方で、法的な側面について
はやや手薄であったように思われる。そこで、
企業のリスクマネジメントに係る取締役の
法的責任に焦点を当てて研究を行う必要が
あると考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、企業活動の際に生じるリスクに
ついて、取締役がどのような役割を果たし、
どこまで法的な責任を負うべきか、というこ
とを明らかにすることが目的である。その際、
漫然と検討するのではなく、第一に、事前の
リスクマネジメントにおける取締役の責任
（取締役の内部統制システム構築義務論等）
と事後のリスクマネジメントにおける取締
役の責任（取締役の不正行為是正義務等）と
に分け、第二に、リスク自体についても法的
リスク（会社の法令違反リスク）とそれ以外
のリスク（市場リスク等）とに分けて検討を
行うこととした。 
 
３．研究の方法 
 従来の取締役の法的責任に係る会社法学
及びリスクマネジメントに係る商学等の先
行研究を踏まえた上で論文を執筆し、またそ
の際には、研究会報告及び学会報告を通じて
討議するなどして、研究を進めた。 
 
４．研究成果 
 研究代表者が研究成果を雑誌論文並びに
研究会報告・学会報告という形で公表した。 
 研究成果について、２で述べたような形で、
グループ分けすると、(1)取締役の内部統制シ
ステム構築義務に係る法的責任、(2)事後のリ
スクマネジメントに関する Red-Flag 対処義
務に関する法的責任、(3)法令違反リスクとそ
れ以外のリスクへの対応と取締役の法的責
任に関する成果に分類できる。 
 
（1）事前のリスクマネジメントと法的責任 
まず、事前のリスクマネジメントと取締役
の法的責任については、取締役の内部統制シ
ステム構築義務という観点から研究を行っ
た。取締役の内部統制システム構築義務は、
企業活動におけるリスクマネジメントとし
て近時注目されており、その法的な根拠を明
らかにした。今までは商学的・経営学的見地
から内部統制システムを構築すべきである
とはいえたとしても、それが法的な根拠を有
する言説であるかをひとまず検証し、その上
で、構築した内部統制システムについて取締
役はどれだけ裁量を有するのかという点を、
経営判断原則との関係から明らかにした。こ
の点における研究成果として、雑誌論文⑨⑩
がある。 
 

 （2）事後のリスクマネジメントにおける
法的責任 
 次に、事後的なリスクマネジメント、すな
わち、実際にリスクが発生した後、取締役は
どのような義務を負い、どこまで法的な責任
を負うのかということを明らかにしようと
した。日本においてもすでに従来の裁判例に
おいて食品衛生法違反行為が発生した後、取
締役がどのような対応をすべきであったの
かということについて争われたものもある。
この点、アメリカ法において Red-Flag 対処
義務と呼ばれる義務が措定されており、それ
を日本法の文脈でどのように考えることが
できるのか、ということを明らかにした。こ
の点に関する研究成果としては、すでに掲げ
た雑誌論文⑨⑩のほか、⑭でも若干触れた。 
 
 （3）リスクによる法的責任の異同 
［総論的検討］ 
 そして、第三に、リスクによってどこまで
取締役の法的責任が異なるか、という観点か
ら研究を行った。従来、会社法学において扱
われてきた企業におけるリスクは専ら法的
リスク、すなわち企業活動に伴う法令違反行
為に事前そして事後にどのように対応する
のかについて焦点が当てられてきた。しかし、
アメリカ法においては、法的リスクにおける
取締役の責任を踏まえた上で、それ以外のリ
スク、とりわけ市場リスクといった経済不況
に伴う企業の対応について取締役がどのよ
うな役割を果たし、どの程度責任を負うべき
かという議論がなされていた。そこで、法的
リスクとそれ以外の企業活動に伴うリスク
とで取締役の役割、なされるべき対応、法的
責任にはどのような異同があるのか、につい
て検討を行った。その検討の結果、法的リス
クへの対応について、取締役は比較的厳格な
責任が問われるが、他方で、それ以外のリス
クについては対応する方法について広く裁
量が認められ、取締役の責任が認められない
方向で解されていることが明らかになった。
このような点での検討を総論的に行った研
究成果として、雑誌論文⑭がある。 
 
［各論的検討］ 
〈1〉一般の事業会社の法令違反行為 
 以上のような総論的な検討を踏まえた上
で、法的リスクへの対応等に関して、より具
体的な法令違反行為（不祥事類型）が会社内
で生じた場合、取締役はどこまで責任を会社
並びに第三者に対して負うべきかを検討し
た。第一に、会社法違反行為についてである。
この点については、すでに紹介した雑誌論文
⑨⑩においてある程度明らかにしているが、
問題のある行為によってなされた新株予約
権の発行についてどのような影響を与える
かについても検討した。この点に関する研究
成果として、雑誌論文⑥がある。第二に、会
社の法令違反行為のうち、日本の裁判例にお
いても、労働法令違反に伴う取締役の法的責



任が近時クローズアップされていることか
ら、まずは労働法令違反行為に着目して検討
を行った。この点に関する研究成果として、
雑誌論文③⑤⑧⑪⑬がある。なお、この観点
から労働法学者及び法律実務家と検討した
成果として、雑誌論文⑫がある。第三に、消
費者関連法違反行為について取り上げた。こ
こでは、会社が違法な消費者取引等を行い、
取締役が消費者に対してどこまで法的責任
を負うのか、そして、その背景について検討
した。この点における研究成果として、雑誌
論文①がある。なお、本研究成果は未刊行で
あるが、すでに掲載決定済みであり、近日中
に公刊される予定である。 
 
〈2〉海上リスクマネジメント 
 最後に、やや特殊ではあるが、海上リスク
マネジメントという観点からの研究も行っ
た。一般の事業会社と比べても、海事企業（海
運会社等）は、いったんリスクが生じると、
巨大な損害等が生じることもあり、そのリス
クマネジメントが重要とされてきた。そこで
海上リスクマネジメントという観点から、海
事企業特有の法的な問題について検討を行
った。そこでまず海事企業特有の労働法問題
として近時大きな改正のあった船員法の問
題について簡単なレビューを行った（雑誌論
文④）。そして、海事企業にとって最も巨大
なリスクである船舶衝突に係る法的問題に
ついて研究を行い、とりわけ船舶衝突時の責
任の分配や共同海損の適用事例及び航海法
規の適用の問題について研究を進めた。この
点における研究成果として、雑誌論文②⑦⑮
がある。 
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